
当小委員会では，2004年度より，「ブランド

価値の向上」という経営課題に対して，商標部

門がどのように貢献できるかについての研究・

1 ．はじめに

課題抽出を行い，2007年４月に「ブランド価値

向上に資する商標部門のあり方に関する考察」

（資料第351号）を発行した。

その後，商標委員会参加企業についてみてみ

るに，国内外グループ会社間におけるブランド

ライセンスの整備やブランド使用料（対価）に

ついて検討している企業が多く問題意識が高か

った。また，内閣の知的財産戦略本部が公表し

た「知的財産推進計画2007」に，「国際的なラ

イセンス活動を円滑化する」という内容で商標

を含む知的財産の適切なライセンス活動の促進

が採り上げられておりその重要性が高いことが

明らかとなった。

そこで，当小委員会では，2007年度から2008

年度にかけて，商標部門が関わる具体的な取り

組みのうち，「ブランドライセンス」に焦点を

当て，商標部門がライセンサーの立場として留
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経営に資するブランドライセンスの在り方と
商標部門の役割

抄　録 近年，企業においてブランド価値を向上させることは，重要な経営課題のひとつである。
企業が自社のブランドの認知度を高め，ブランド価値を向上させる手段として，自社のみでブランド
を使用するだけでなく，国内外グループ会社一体で使用するケースや，他者とのコラボレーション，
技術提携等で積極的に自社ブランドをライセンスするケースも多くなっている。当小委員会では，
「ブランド価値の向上とブランドライセンスの在り方」について考察し，ブランドライセンスを実施
する過程（「使用規定の明確化」「社内手続きのマニュアル化」「契約内容の確認」「使用管理」）に沿
って「ブランドライセンスの留意点」をまとめた。商標部門は，社内において，「ブランドライセン
ス」を適切に管理する体制を構築していくと同時に，社内各組織への教育活動を行い，企業のブラン
ド価値向上に積極的に取り組む必要がある。
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意すべき点と今後の課題について検討した。

「ブランド」という言葉は，商品・サービス

の名称や，高級消費財の商標，または企業その

ものを表す概念など幅広い意味合いで用いられ

ているが，本稿では，「企業及びその商品・サ

ービスへの信用が蓄積される，社名，シンボル

マークや商品・サービス商標」と定義する。

企業は，自社と他者の商品・サービスを区別

するために独自のブランドを用いて，日々の

様々な企業活動を行っており，さらに，商品・

サービスを提供するときだけでなく，広告宣伝，

IR活動，社会貢献活動等においても独自のブ

ランドを使用している。これらの企業活動全体

を通じ，ブランドは顧客から評価され，信用を

獲得していく。こうして，顧客はそのブランド

を目印としてその企業の商品・サービスの提供

を求めるようになるのである。

従って，ブランド価値とは，この顧客吸引力

であり，それを高めるには，獲得した１つ１つ

の信用をブランドに集約，蓄積していくことに

他ならない。

近年，企業活動の国際化，機能毎の分社化が

進み，企業として活動を行っていく上で，自社

だけでなく国内外グループ会社とともにグルー

2 ．ブランド価値の向上とブランドラ
イセンス

プ一体となってブランドを使用することも多く

なってきた。また，コラボレーションや技術提

携等で自社のブランドを他者にライセンスする

ことも増加している。

このようにブランドライセンスが増加してい

く中で，事業のより一層の発展のためブランド

価値の向上を目指すことは経営課題のひとつと

なっている。

それでは，自社のブランドをライセンスする

場合，どのような点に留意すべきか，次の項で

検討していく。

ブランドライセンスを通じ，ブランド価値の

向上という共通目的を達成するには，ライセン

シーが国内外グループ会社であっても，グルー

プ会社外の他者であっても，ブランド戦略に基

づいた明確なライセンス基準に則り，ライセン

シーのブランド使用を管理する必要がある。ラ

イセンシーのブランド使用を管理しなければ，

ライセンシーが勝手にブランドをデフォルメし

て使用するおそれ等があり，このようにブラン

ドを不適切に使用した場合，信用の蓄積がされ

ないばかりか，一度獲得した信用を失いブラン

ド価値の低下を招くおそれがあるからである。

当小委員会では，各企業におけるブランドライ

センスの実情を調査するため，まず，商標委員

会の会員企業（有効回答数40社）に対してアン

3 ．ブランドライセンスにおけるライ
センス管理の重要性
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図１　ブランド価値の向上

図２　ライセンスによるブランド価値の向上

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



ケートを行った（以下，「商標委員会内アンケ

ート」）。

図３は，ブランドライセンスの有無を，対グ

ループ会社，対他者に分けて聞いたものである。

これによれば，ほとんどの企業において，ブ

ランドライセンスが行われていること，その相

手先はグループ会社だけでなく他者にも広がっ

ていることがわかる。

次に，図４は，ライセンス基準の有無を，コ

ーポレートブランドとプロダクトブランドに分

けて聞いたものである。

これによれば，ライセンス基準の有無につい

て，コーポレートブランドとプロダクトブラン

ドとでは大きく状況が異なることがわかる。

即ち，コーポレートブランドについてはその

重要性が明らかなことから約８割の企業がライ

センス基準を定めているのに対し，プロダクト

ブランドについては約１割にすぎない。

ほとんどの企業が何らかのブランドライセン

スを行っているにもかかわらず，ライセンス基

準がないままブランドライセンスをしている企

業も存在することがわかった。

さらに，ブランドライセンスの有無について

「ある」と回答した企業に，国内のグループ会

社との間で実際に契約書が締結されているかど

うかについて確認したところ，コーポレートブ

ランドに関しては，「原則締結する」と回答し

た企業が４割強あるのに対し，「締結しない」

と回答した企業が４割弱，「ケースバイケース」

と回答した企業が約２割という結果となった

（図５参照）。

この結果から，ブランドライセンスをしてい

るが，実際に契約書は締結していない企業も相

当数に上るという状況がわかった。

このような状況を踏まえ，当小委員会では，

国内外グループ会社や他者へブランドライセン

スする際の商標部門として留意すべき点を，ラ

イセンス締結から管理までの手順に沿ってモデ

ル化を行い，考察した。

図６は，ライセンス締結からその後の管理に

必要な手順について「使用規定の明確化」「社

4 ．ブランドライセンスの留意点
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内手続きのマニュアル化」「契約内容の確認」

「使用管理」の４つのステップに分け，モデル

化したものである。

まず，１つ目のステップは「使用規定の明確

化」である。

ブランドライセンスに先立ち，当該ブランド

の使用規定を明確に策定しておく必要がある。

本稿において「ブランドの使用規定」とは，

ブランド戦略に基づき定められた，ライセンス

する際のルールである「ライセンス基準」とブ

ランドを使用する際のルールである「ブランド

使用基準」とで構成されるものであり，ブラン

ド価値向上のために守らなければならないルー

ルのことをいう。ライセンスを行うブランドの

場合，特にライセンス基準を明確にしておく必

要がある。

以下，ブランド価値向上という観点からライ

センス基準を定める際の留意点を挙げていく。

（1）ライセンシーの選定

ライセンス対象となるブランド毎に，ライセ

ンシーの適格要件を定めておくのが望ましい。

何故なら，ライセンシー次第では，ライセン

ス関係にあること自体がブランド価値に大きな

影響を与えることもあるからである。

具体的には，一切ライセンスはしないという

場合や，ライセンシーの範囲をグループ内や販

売代理店等の取引先等に限定する場合がある。

また，ライセンシーの信用度，業種，事業分野

等を考慮し，ライセンス先の選定に条件を設け

るという選択肢もある。

これらの限定は，ライセンス対象がコーポレ

ートブランドなのかプロダクトブランドなの

か，あるいはライセンスの目的等によって考え

方が異なってくる。

4．1 使用規定の明確化

また，サブライセンスを許可する際の相手先に

ついても一定の条件を設定しておく必要もある。

尚，ライセンス先を限定せず積極的にライセ

ンスするという考え方もないわけではないが，

前述の理由から信用のできるライセンシーであ

るか否か，ライセンス毎に十分な調査が必要で

ある。

（2）ライセンス対象商品・サービスの特定

ライセンスする商品・サービスを特定するこ

とは重要である。何故ならば，ブランドはそれ

が使用される商品・サービスによってもブラン

ド価値に大きな影響を与えるからである。特に

コーポレートブランドについては，企業の目指

すイメージ，方向性と大きく異なる商品・サー

ビスに使用させる場合，企業のブランド価値を

損なう恐れがある。なお，ライセンスに適さな

い商品・サービスを特定しておくという方法も

ある。

（3）ブランド表示ルールの整備

ブランドライセンスを行う際には，ただ単に

対象となるブランドを特定するだけでなく，ラ

イセンシーに，ブランド表示ルールの遵守を求

める必要がある。

不適切なブランドの表示は，一貫したブラン

ドイメージの訴求を妨げ，さらには効率的な信

用の蓄積を妨げるおそれがある。

また，場合によっては「商標を使用していな

いことによる取消（商標法第50条）の対象とな

るリスク」「ライセンシーの不正使用による取

消（同第53条）の対象となるリスク」も考えら

れる。

これらのリスクを避けるためにも，ライセン

スするブランドについては，書体，色，サイズ，

表示媒体への表示方法，禁止事項等について規

定した，使用マニュアル・ロゴガイドライン等

のブランド表示ルールの整備が必須である。
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次に２つ目は「社内手続きのマニュアル化」

である。

内部統制の観点からライセンス申請の承認ル

ートを明確にしておく必要がある。具体的には，

ライセンスの可否決定をする協議体・権限者，

申請フローや申請書類の書式の整備等が挙げら

れる。

ライセンシーや社内の窓口部門がどのような

申請書類を準備し，どのようなルートでどこに

申請を行えばいいのか，申請～承認～契約締結

に関わる手続きを規定しておくことが望ましい。

これにより，スムーズに承認手続きや契約手

続きを進めることができ，責任の所在を明確に

することができる。

３つ目は「契約内容の確認」である。

適切な内容で契約が締結されるか確認する必

要があるが，契約に盛り込むべき重要な項目と

しては，「権利の確認」「ブランド使用基準の遵

守」「品質保証」「ロイヤリティの取扱」「契約

管理」の５つが挙げられる。

（1）権利の確認

ライセンス対象ブランドについて，商標権と

しての権利保護範囲の確認は必須である。

具体的には，ライセンス対象国において，商

品・サービスの使用実態，ライセンス条件に適

した商標の態様，指定商品又は指定役務が確保

されていることを確認しなければならない。

なお，「指定商品・役務審査基準」に記載さ

れた商品・サービスのみで権利を取得している

場合，類似の商品・サービスはライセンス対象

商品・サービスを含まないこともありうる。

この場合は，類似の商品・サービスは，禁止

権の範囲となるため，ライセンスすることはで

4．3 契約内容の確認

4．2 社内手続きのマニュアル化
きず「権利不行使の契約」となるので注意が必

要である。

（2）ブランド使用基準の遵守

ブランド表示ルールを含む「ブランド使用基

準の遵守」は最も重要な項目である。

策定済みのブランド使用基準の内容を契約に

盛り込むことや，ブランドを付した商品や広告

宣伝物等の提出を義務付け，ライセンサーの承

認を得たものでなければ使用開始できないこと

を明記することも検討すべきである。また，ブ

ランド使用の態様については，ライセンサーの

指示に従うよう義務付けることも考えられる。

（3）品質保証

ブランドの価値を維持するには，一定の品質

を保ち続けることが必要である。

ブランドの重要な機能の１つとして「品質保

証機能」があり，需要者からは，特定のブラン

ドが付された商品・サービスは，いつも同じ品

質であることを期待されるからである。

従って，ブランドの持つ「品質保証機能」を

守るため，「品質基準の明示」と「品質管理の

徹底」が重要となる。ライセンサーはライセン

シーに対し，一定の品質を維持するために，具

体的な品質基準を明確にし，遵守させなければ

ならない。また，その品質基準を満たしている

かどうか，常にチェックをするとともに，必要

であれば監査できるようにしておくことが望ま

しい。

（4）ロイヤリティの取扱

ライセンスに伴うロイヤリティについては，

計算方法や報告・支払期限を明確に記載してお

かなければならない。

また，特にライセンス対象国が海外の場合，

源泉徴収税額の負担者を明確に取り決めておく

必要がある。

463知　財　管　理　Vol. 59 No. 4 2009

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



ブランド使用料（対価）の考え方については，

後段にて詳しく述べることとする。

（5）契約管理

その他，契約を適切に管理するには，次の項

目についての検討が必要になる。

① サブライセンスの取扱

サブライセンスの権利を与えるのか，与える

場合の手続きは明確になっているか，契約を終

了した場合の取扱，などを検討する必要がある。

② 出願制限

需要者の混同防止等を目的として，ライセン

シーがライセンサー（商標権者）の同意を得る

ことなく，当該ブランド（商標）をライセンス

対象外の商品・サービスについて出願すること

を制限し，その制限に反する出願・登録につい

ては，ライセンサーに譲渡することを要求でき

るとしておくことも検討する必要がある。

③ 契約終了時の取扱

「ブランドを付した在庫品や広告宣伝物の取

扱」，「秘密保持義務の継続の有無」等を明示し

ておいたほうが良い。

④ 期限管理

契約の有効期限を明記し，契約を更新する場

合，あるいは終了する場合はいつまでに申し出

るのかを明確にしておく必要がある。

ライセンシーによる不適切な使用等の契約違

反が発覚した場合やライセンシーが適格条件を

満たさなくなった場合にはライセンス契約を解

除できるよう手当しておくべきである。

これらライセンス契約の作成・確認等の実務

は商標部門が担う場合が多い。商標部門として

は，上記事項に留意し，ブランドをライセンス

するにあたって最適な条件での契約締結となる

よう努めなければならない。

最後のステップは「使用管理」についてである。

ブランドライセンスにおけるライセンス締結

後の留意点としてはブランドの使用管理が挙げ

られる。

継続的なブランドの価値向上を目指すには，

自社だけでなくブランドを使用するそれぞれの

グループ会社や他者も，ライセンスポリシーや

ブランドの表示ルールを理解し，ブランドの価

値向上に積極的に参画できるような土壌をつく

ることが重要である。そのためにも商標部門は，

ライセンシーやブランド管理部門を常にフォロ

ーすべき立場にあると考える。

ブランドの適切な使用管理方法としては，

「使用規定・ブランド表示ルールの共有化」「ラ

イセンシーとの意見交換」「セミナー・講習会

の実施」の３つが挙げられる。

（1）使用規定・ブランド表示ルールの共有化

ライセンシーと使用規定を共有し，遵守させ

ることは大切である。

例えば，使用マニュアル・ロゴガイドライン

等をライセンシーにも配布し，ブランド表示ル

ールの遵守を徹底させることである。

徹底のためには，ブランドの使用サンプルの

提出を求めたり，カタログをチェックしたりと

いうような，継続的な監査を実施することが考

えられる。

また，他者の商標権の侵害や，前述した商標

不使用，ライセンシーによる不適正使用による

商標取消といった法的リスクを回避するために

も，使用規定やブランド表示ルールが確実に守

られているかの監査は重要となる。

（2）ライセンシーとの意見交換

ブランドに関する事項の理解の促進，ライセ

4．4 使用管理
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ンシーとの情報共有，具体的な使用状況の確認等

のために，ライセンシー側のブランド管理の窓口

（担当者）を明確にしておくことが望ましい。

そして，ライセンサーからの一方的な要求だ

けではなく，ライセンシーからの意見も取り入

れ，ブランドの使用規定の見直しを図ることも

ブランド価値の向上につながると考える。

（3）セミナー・講習会の実施

自社のブランド戦略や，ブランドの使用規定

について理解を深め，ブランドの適切な使用を

促すため，「啓発セミナー」や「担当者への講

習会」を実施することも商標部門の大切な役割

である。

ブランドの重要性やその価値を認識させるこ

とがまた，ブランドの更なる価値向上にもつな

がるからである。

ライセンス契約に盛り込むべき項目として

「ブランド使用料（対価）」があるが，ブランド

使用料は，ブランドコストをどう捉えるかとい

うことに起因し，各企業によって，いくつかの

考え方に分かれるようである。

具体的には，ブランド使用料を単に商標権使

用許諾料として，またはブランド管理料として，

あるいは両者を組み合わせたブランド使用料と

して捉える考え方である。

5 ．ブランド使用料（対価）の考え方

商標権使用許諾料は，｢排他独占的にブラン

ドを使用する法律上の権利を有する企業が，商

標の使用を許諾する対価として授受されるも

の｣と考えられ，「権利取得費用」「権利維持費

用」などが算定の根拠となる。

これに対し，ブランド管理料は，「企業集団

全体で使用するブランドの維持，管理，向上等

に要する費用として授受されるもの」と考えら

れ，例えば「メンテナンス費用」「マネジメン

ト人件費」，「広告・イベントの投資費用」など

が算定の根拠となる。

「商標委員会内アンケート」結果を参考にす

ると，国内外グループ会社に対して，コーポレ

ートブランドをライセンスする場合のブランド

使用料の算定基準については，2/3の企業が

「売上高比率」に応じて対価を徴収していると

回答している。

このようなブランド使用料の算定方法は法的

に定められているものではないものの，算定に

あたっては，要素として，ライセンスの種類

（独占か非独占），ライセンスの許諾商品の種類，

数，許諾期間，許諾地域，商標の重要性，同時

に技術ライセンスも許諾しているか等が挙げら

れ，通常は，これらの要素を総合的に勘案して

ブランド使用料が決められる。

また，ブランド使用料は原則有償と思われる

ものの，金銭的な給付によらず，宣伝効果等の

何らか別の形で経済的利益の還元を期待する場

合もある。

この場合，経済的利益の還元額等について，

ブランド使用料相当額の考え方を客観的に整理

しておく必要がある。

特に，親子会社間取引を代表とするグループ

会社間取引においては，例えば，グループ会社

のＡ社に許諾するブランド使用料と，同じグル

ープ会社であるＢ社に許諾するブランド使用料

が異なる場合等，後述する税法上の問題が発生

するため，ブランド使用料についての論理的な
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根拠を構築しておくべきだろう。

ブランドの価値という考え方が世間一般に認

知されて，ブランドライセンスが一般化する中，

適正なブランド使用料をライセンシーから徴収

しているか否かは重要である。

税法上，原則として，子会社が親会社から無

形資産（ここではブランドを指す）の使用許諾

を受ける場合，その対価としてブランド使用料

を親会社に支払わなければならない。

よって，ブランド使用料が，使用料授受の水

準と比較し合理性が認められない程低い場合，

収受すべきものを全く収受していない場合，あ

るいは適正な水準を超えて徴収している場合に

は，国内グループ会社との取引においては法人

税法第37条に規定されている寄付金課税，国外

子会社との取引においては租税特別措置法第66

条の４にある移転価格税制の適用といった問題

が発生する可能性がある。

なお，ブランドが付された有形資産（例えば，

商品）を，親子会社間においてブランド使用料

を加味した適正価格で売買している場合には，

別途ブランド使用料を徴収する必要はないと考

えられる。

寄付金課税制度とは，寄付金のうち一定限度

額（損金算入限度額）を超える部分を損金不算

入とする制度であり，この場合の寄付金とは贈

与，高額取得および低廉譲渡をはじめとする適

正な対価を伴わない資産の譲渡，または経済的

な利益の供与をいう。

従って，価値のあるブランドを無償でライセ

ンスしたり，不当に低額或いは高額でライセン

スする等，適正な対価を伴わない場合，経済的

な利益の供与，即ち「寄付金」とみなされ，そ

のうち一定限度額を超える部分は損金不算入と

6．1 寄付金課税

6 ．ブランド使用料（対価）の留意点

して法人税を課税されることとなる。

例えば，市場価格を100とした場合，親会社か

ら子会社へブランドをライセンスする際の親会

社が子会社から受け取る対価が80であると，差

額の20は子会社に対する寄付金とみなされる。

そして，一定限度額が15とするとこれを超える

５については親会社の法人税の課税対象となる。

一方，親会社が子会社から受け取る対価が

120としたとき，市場価格が100であれば，差額

の20は親会社に対する寄付金とみなされる。

そして，一定限度額が15とすると，これを超

える５については子会社の法人税の課税対象と

なる。

ちなみに，この「一定限度額」（損金算入限

度額）は，普通法人の場合，以下の金額の合計

額の1/2に相当する金額で算出される（法人税

法施行令第73条）。

① 当該事業年度終了の時における資本金等

の額を12で除し，これに当該事業年度の月数を

乗じて計算した金額の2.5/1,000に相当する金額

② 当該事業年度の所得の金額の2.5/100に相

当する金額

移転価格税制とは，独立企業間で取引される

価格と異なる価格で国外関連者と取引が行われ

た場合，その取引価格が独立企業間価格で行わ

れたものとして課税所得金額を算定し，日本企

業の収入を増額する必要があるときのみ適用さ

6．2 移転価格税制
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れる制度である。

例えば，日本の親会社が外国の子会社へブラ

ンドをライセンスし，親会社が子会社から80の

対価を受け取った場合，独立企業間価格が100

であれば，差額の20は本来あるべき収入として

日本の税務当局により追徴課税される。

移転価格税制に基づき課税された場合は，両

国の当局間での相互協議により調整が行われる

が，租税条約を締結していない場合等は二重課

税となるケースもありうる。

移転価格税制においては，独立企業間価格の

算定について税務当局と企業との見解に相違が

生じたケースも見られた。そこで，見解の相違

を未然に防止するために，管轄税務署に事前に

相談できるよう「事前確認制度」が用意されて

いる。

なお，2007年６月25日に国税庁は，「移転価

格指針」を一部改正し，別冊において「事例集」

を公開している。

本稿では，ブランドライセンスを各ステップ

に分け，それぞれの留意点を述べてきた。

しかし，これらは留意点に過ぎず，商標部門

としてはこれらの留意点を踏まえた上で，適切

なブランドライセンス契約の締結と，ライセン

スを管理していくことができる社内体制の構築

に取り組む必要がある。

そして，その社内体制を十分に機能させるこ

7 ．商標部門の役割

とが大切であると考える。

具体的な取り組みとしては，①ブランドの使

用規定策定への積極的な関与，②ブランドライ

センスに係る社内各組織との連携の強化，③ラ

イセンス契約の管理等が挙げられる。

また，商標部門は社内各部門やグループ会社

等との関わりあいが深いため，日々の活動を通

じて，ブランドあるいはブランドライセンスに

関する教育活動を行っていくことも取り組むべ

き重要な課題である。

同時に，商標部門の部員が，ライセンスに関

わる法律知識に加え，経営側や事業部門の視点

からブランドライセンスを捉えるスキルを身に

付けることも大切である。

さらに，経理的素養，税務知識等を備えて，

さまざまな観点からリスクを回避する能力，課

題解決策を提言できる能力なども備えていれば

より望ましいといえる。

以上，「経営に資するブランドライセンスの在

り方と商標部門の役割」について考察してきた。

本稿が，多少なりともブランドライセンスに

携わる商標部門の実務担当者への参考になれば

幸いである。

なお本稿は，2007年度の検討を元に，2008年

度の委員が執筆した。

8 ．おわりに
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